用地リスク調査業務費積算基準
第１                                                          
１　適用範囲
　　この用地リスク調査業務費積算基準（以下「リスク調査積算基準」という。）は、用地リスク調査業務を請負に付す場合の業務費を積算するときに適用するものとする。
２  用地リスク調査の業務範囲は、次の区分とする。
  　 (1)  権利調査
   　(2)  用地リスク調査
３　このリスク調査積算基準により難い特殊なものについては、別途該当する資料等を
準用して行うことができるものとする。　
第２　用地リスク調査業務 
１　リスク調査積算基準に係る労務単価及び材料単価等
    　リスク調査積算基準に係る労務単価及び材料単価等は、用地調査等業務費積算基準によるものとする。
２　権利調査（用地測量業務費）の業務費 
　権利調査（用地測量業務費）の業務費は、用地調査等業務費積算基準によるものとする。
　
　３　用地リスク調査（調査業務費）の業務費 
用地リスク調査（調査業務費）の業務費は、用地調査等業務費積算基準によるもの
とする。直接人件費の積算は表1～8により行うものとする。
設計数量表示単位一覧表
	
	区　分
	  　　　  種　　　別
	単位
	 数　位
	     備　　　　考
	

	
	権利調査
	公図等の転写
	 ㎡
	   100
   100
	数量が1,000㎡未満の場合は10㎡
未満を四捨五入する。
	

	
	
	地積測量図転写
	 ㎡
	
	
	

	
	
	土地登記記録の調査
	 ㎡
	   100
	
	

	
	
	建物登記記録の調査
	 戸
	 　１
	
	

	
	
	権利者確認調査（当初）
	 ㎡
	 　100
	数量が1,000㎡未満の場合は10㎡
未満を四捨五入する。
	

	
	
	権利者確認調査（追跡）
	 人
	 　１
	
	

	
	
	公図等転写連続図作成
	 ㎡
	 　100
	数量が1,000㎡未満の場合は10㎡
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	未満を四捨五入する。
	

	
	
	墓地管理者等調査
	使用者
	   100
	
	

	
	用地リス
ク調査
	目視調査（表1）
	箇所
	   １
	
	

	
	
	現地聞込み調査(表2)
	 件
	   １
	
	

	
	
	公的記録簿調査(表3)
	 件
	   １
	
	

	
	
	地元精通者等確認調査(表4)
	 件
	　 １
	
	

	
	
	測地的確認調査（表5）
	 ㎡
	 1,000
	
	

	
	
	用地ﾘｽｸ特定調査票の作成(表6)
	箇所
	   １
	
	

	
	
	用地ﾘｽｸﾁｪｯｸｼｰﾄの作成(表7)
	箇所
	   １
	
	

	
	
	用地ﾘｽｸ配置図の作成(表8)
	箇所
	   １
	
	


 ＊仕様書第１７条の用地調査は、「用地調査等業務費積算基準」を準用するものとする。
【用地リスク調査】
（表1）目視調査                                          　　 （１箇所当たり）
	  種目
	  単　位
	 規　模
	 職 　種
	 外　業
	 内　業
	　 計
	 備 考

	 目視調査
	  箇　所
	   －
	 主任技師
 技師Ａ
 技師Ｂ
	  1.00
  2.00
  2.00
	  －
  2.00
  2.00
	  1.00
  4.00
  4.00
	


  ＊事業認定申請図書等の作成　現地調査等　参考
（表2）現地聞込み調査　　 　　                        　　　　（１件当たり）
	  区　分
	単　位
	 規　模
	 職　種
	　外　業
	   内　業
	   計
	備考

	現地聞き込
み調査
	　件
	
	 主任技師
 技師Ｃ
	  0.50
　0.50
	   0.06
　 0.06
	  0.56人
  0.56人
	


　
（表3）公的記録簿調査　　　　　                        　　　　（１件当たり）
	  区　分
	単　位
	 規　模
	 職　種
	　外　業
	   内　業
	   計
	備考

	公的記録
簿調査
	　件
	
	 主任技師
 技師Ｃ
	  0.50
　0.50
	   0.06
　 0.06
	  0.56人
  0.56人
	


　
（表4）地元精通者等確認調査　　                　　　　　　    （１件当たり）
	  区　分
	単　位
	 規　模
	 職　種
	　外　業
	   内　業
	   計
	備考

	地元精通者
等確認調査
	　件
	
	 主任技師
 技師Ｃ
	   0.50
　 0.50
	   0.06
　 0.06
	  0.56人
  0.56人
	


　
（表5）測地的確認調査　　　　　                　　　　　　    （1,000㎡当たり）
	  区　分
	単　位
	 規　模
	 職　種
	　外　業
	   内　業
	   計
	備考

	測地的
確認調査
	1000㎡
	
	 技師Ｂ
 技師Ｃ
 技師Ｄ
	   0.19
   0.19
   0.19
	   0.04
   0.27
	  0.23人
  0.46
  0.19
	


　＊用地調査等業務積算基準　立竹木の調査及び算定　竹林　参考
（表6）用地ﾘｽｸ特定調査票の作成　　　　　　　　　　　　　　　　　(１箇所当たり)
	  種目
	  単　位
	 規　模
	 職 　種
	 外　業
	 内　業
	　 計
	 備 考

	 調査票等
 の作成
	  箇　所
	   －
	 技師Ａ
 技師Ｂ
	   －
   －
	  3.37
  3.37
	  3.37
  3.37
	


  ＊事業認定申請図書等の作成　調書等の作成　参考
（表7）用地ﾘｽｸﾁｴｯｸｼｰﾄの作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(１箇所当たり)
	  種目
	  単　位
	 規　模
	 職 　種
	 外　業
	 内　業
	　 計
	 備 考

	 用地ﾘｽｸﾁｪｯｸ
 ｼｰﾄの作成
	  箇　所
	   －
	 技師Ａ
 技師Ｂ
	   －
   －
	  2.62
  2.62
	  2.62
  2.62
	


  ＊事業認定申請図書等の作成　調書等の作成　参考
（表8)用地リスク配置図の作成                                 　 (１箇所当たり)
	  種目
	 単　位
	 規　模
	 職 　種
	 外　業
	 内　業
	　 計
	 備 考

	 用地ﾘｽｸ
 配置図の作成
	 箇　所
	   －
	 技師Ａ
 技師Ｄ
	   －
   －
	  0.93
  3.75
	  0.93
  3.75
	


  ＊事業認定申請図書等の作成　添付図面の作成　参考
○対象事業規模による補正
目視調査、用地リスク特定調査票の作成、用地リスクチェックシートの作成、用地リスク配置図の作成の直接人件費の積算に当たっては、当該事業規模によって、（表9)の補正を行うものとする。
（表9）
	 事業の対象と
 なる距離
	2.0km未満
	2.0km以上
 4.0km未満
	4.0km以上
 6.0km未満
	6.0km以上
 8.0km未満
	8.0km以上
	

	 補正率
	  0.80
	   1.00
	   1.40
	   1.70
	  2.20
	


  ＊事業認定申請図書等の作成　対象事業規模による補正　参考　
＊用地リスク調査請負共通仕様書第１７条による用地調査に係る歩掛については、必要に応じて用地調査等業務費積算基準等を準用する。
用地ﾘｽｸ調査作業ﾌﾛｰﾁｬｰﾄ     
	
	 ①作　業　計　画
	



	
	 ②打合せ協議
	



	
	 ③現　地　踏　査
	



	④目視調査
	
	⑤現地聞込
　み調査
	
	⑥公的記録
　簿調査
	
	⑦地元精通
　者等確認
　調査
	
	⑧測地的
　確認調査
	
	⑨用地調査
	


＊第1用地ﾘｽｸ調査は④から⑥まで､第2用地ﾘｽｸ調査は④から⑨までの調査のうち、事業進捗や地元情勢を考慮して､調査が適当と思われるものについて実施する。
	
	
	



	
	 ⑩用地ﾘｽｸ特定調査票の作成
	



	
	 ⑪用地ﾘｽｸ配置図の作成
	



	
	 ⑫用地ﾘｽｸﾁｪｯｸｼｰﾄの作成
	



	
	 ＊成果品提出
	

	作業内容
	


  ①作業内容の確認、作業計画書作成、必要資料等の収集、資料検討
  ②発注機関との打合せ協議
  ③現地の状況把握、範囲の確認等
  ④現地調査、用地リスクの把握、写真撮影
  ⑤行政機関等へのヒアリング
  ⑥地図転写（閲覧申請書作成、転写、着色、補足事項転写、分割転写図合成、製図（トレース図）転写作業者名等の記載
    転写連続図（編集､土地取得予定線･図葉界の記入､製図(ﾄﾚｰｽ)､作成作業者名記入
    地積測量図（閲覧申請書作成、転写）
    土地登記簿調査（閲覧交付申請書作成、登記事項証明書または登記簿謄本交付申請・受領、土地の登記記録調査表（一覧）・土地調査表（個人）作成
    建物登記簿調査（閲覧交付申請書作成､登記事項証明書または登記簿謄本交付申請･受領､建物の登記記録調査表(一覧)･建物の登記記録調査表(個人）作成）
    権利者確認調査（当初）（交付申請書作成、法人登記簿謄本交付申請・受領、権利者調査表作成、連絡先調査）
    権利者確認調査（追跡）(交付申請書作成､相続関係説明図作成､権利者調査表作成､連絡先調査）
  ⑦地元精通者等へのヒアリング
  ⑧用地調査等共通仕様書による調査
  ⑨所在地及び名称の確認、用地リスク項目及び内容の確認、聞取り内容記載、概況写真　　撮影、位置図作成
  ⑩調査結果のデータ図化
　⑪調査結果の取りまとめ
